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（別添様式例）【重点支援対象者とすべきと判断した場合に添付】 

 

その他

〒

年 月 年 月 日 歳

年 月 法人設立年月 年 月 戸 ）

日

日

日

有 （ 親族 第三者 他企業 その他 ） 無 年 〇〇 月

人 人 人 人

人 人 人 人 有 無

人 人 人 人

人 人 人 人 有 無

人 人 人 人 策定 年 月

ｈ ｈ 日 日

日 日

認定新規就農者 年 月 認定農業者 年 月 回）

％

％

％

％

千円 ％

（売上１位の作目 売上２位の作目 ）

a （ a ） a （ a ）

a （ a ） a （ a ）

a

a

kg

kg

kg

棟 ㎡

棟 ㎡

棟 ㎡

台

台

台

台

台

台

台

台

代表者名

ﾌﾘｶﾞﾅ 代表者の性別

男性 女性 その他

型式・性能

車　　両

名　称 型式・性能

名　称 型式・性能

名　称 型式・性能

機　　械

名　称 型式・性能

名　称 型式・性能

名　称 型式・性能

名　称 型式・性能

名　称

頭羽数 頭・羽 生産量

施　　設

種　類 規模・面積

種　類 規模・面積

種　類 規模・面積

常時飼養家畜

種　類 頭羽数 頭・羽 生産量

種　類 頭羽数 頭・羽 生産量

種　類

作業受託 受託内容 受託面積

特定作業受託 受託内容 受託面積

⑫肉用牛 ⑮その他畜産

田（うち借地） 畑（うち借地）

樹園地（うち借地） 採草放牧地（うち借地）

営農類型・作目

単一経営　　　 複合経営

①稲作 ④工芸農作物 ⑦果樹類

③雑穀・いも類・豆類 ⑥施設野菜 ⑨施設花き・花木

千円

⑩その他作物 ⑬養豚

②麦類作 ⑤露地野菜 ⑧露地花き・花木 ⑪酪農 ⑭養鶏

千円

売上原価 千円 千円

売上高 千円 千円

経常利益 千円

税引後
当期利益

合計（③＝①+②） 割合①/③ 特記事項

千円

所　得 千円 千円 千円

支　出 千円 千円

特記事項

２　経営規模

直
近
年
の
収
支
状
況

区　分
個　　　人

①農業 ②農業生産関連事業 合計（③＝①+②） 割合①/③ 特記事項

収　入 千円 千円 千円

区分
法　　　人

①農業 ②農業生産関連事業

今期経営方針

中長期経営方針

認定関係 （更新回数

経営理念・ビジョン

休日日数 月平均 年間 休暇制度

事業概要

作業時間 日平均 年間 労働時間 月平均 年間

合　計 男性 女性 その他 小　計

臨時雇用 男性 女性 その他 小　計

男性 女性 その他 小　計 ＢＣＰ計画

後継者の確保 継承時期 〇〇

従
業
員
数

役　員 男性 女性 その他 小　計 継承計画

従業員 男性 女性 その他 小　計

家族

備　　　考
家族構成

又は
構成員構成

年齢 性別 農業従事日数 役職・担当分野 出資口数・株数

構成戸数（任意団体） （集落数

電話番号 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

資本金 千円 決算月 生年月日

予備診断書
作成日 　　　　年　　　月　　　日

更新日 　　　　年　　　月　　　日

１　経営体概要
経営形態 個人経営　　　 法人経営 法人番号 　　　　　　　　　　

ﾌﾘｶﾞﾅ

法人名・屋号

所在地

創業・就農年月
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（ ）

① a kg 千円 a kg 千円

② a kg 千円 a kg 千円

③ a kg 千円 a kg 千円

④ a kg 千円 a kg 千円

⑤ a kg 千円 a kg 千円

a kg 千円 a kg 千円

現　　　状
品目・品種名

合計

販売額生産量作付面積作付面積 生産量 販売額

特記事項

出荷体重 kg/100羽 kg/100羽 飼料要求率

t/頭

出荷羽数 羽/年 羽/年 飼料平均価格 円/kg 円/kg

平均飼育日数 羽/年 羽/年 飼料総給与量 t/頭

％

羽/㎡ 羽/㎡ 鶏舎延面積 ㎡ ㎡
常時飼養羽数

羽/年 羽/年 育成率 ％

千円 千円

鶏種名 ヒナ購入価格 円/羽

生産量 kg/年 kg/年 販売額

円/羽

ブロイラー（肉用鶏）

区分 現状 ５年後 区分 現状 ５年後

g/羽 g/羽

特記事項

平均卵重 g/個 g/個 日産卵量

素
雛

導入日齢 日齢

円/kg 円/kg

導入羽数 千羽/年 千羽/年 飼料要求率（成鶏）

導入価格 円/羽 円/羽 飼料平均価格

羽

日齢 飼料給与量（成鶏） g/羽 g/羽

育成率 ％ ％

千円 千円

種
鶏

オス 羽 羽

生産量 kg/年 kg/年 販売額

産卵期間 ケ月 ケ月

メス 羽

出荷体重 kg/頭 kg/頭

レイヤー（採卵鶏）

区分 現状 ５年後 区分 現状 ５年後

販売手数料 円/頭 円/頭

特記事項

子
豚

出荷日齢 日 日 飼料要求率

出荷体重
肥育豚

出荷日齢

kg/頭

日

kg/頭

母豚平均分娩回数 回/年 回/年 飼料平均価格

母豚年間産子数 頭/年 頭/年 飼料給与量

円/kg 円/kg

日

kg/頭 kg/頭

千円 千円

種
豚

オス 頭 頭

生産量 kg/年 kg/年

メス 頭 頭

更新率 ％ ％ 粗飼料総給餌量

販売額

養　　　豚

区分 現状 ５年後 区分 現状 ５年後

t/年 t/年

特記事項

円/kg

乳価 円/kg 円/kg 濃厚飼料要求率

経産牛乳量 kg/頭 kg/頭 濃厚飼料平均価格 円/kg

千円 千円

飼養頭数 頭 頭 濃厚飼料総給与量

生産量 kg/年 kg/年 販売額

t/頭 t/頭

販売頭数 頭 頭 飼料要求率（TDN）

区分 現状 ５年後 区分 現状 ５年後

％ ％

特記事項

酪　　農

販
売
牛 千円/頭

円/kg

kg/頭 kg/頭 粗飼料総給餌量 t/年 t/年

ケ月 ケ月 濃厚飼料平均価格 円/kg

千円/頭 濃厚飼料要求率

ケ月 枝肉重量 kg/頭 kg/頭

導入価格 千円/頭 千円/頭 濃厚飼料総給与量 t/頭 t/頭

千円 千円

素
牛

導入頭数 頭/年 頭/年

生産量 kg/年 kg/年 販売額

飼養頭数（成牛） 頭 頭

導入月齢 ケ月

区分 現状 ５年後 区分 現状 ５年後

特記事項

肉用牛

耕種農業

営農類型・作目

環境負荷低減

ICT活用

特記事項

３　生産管理
ＧＡＰ認証 JGAP ASIAGAP GLOBALGAP 団体認証 その他

５年後

販売月齢

販売体重

販売価格
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％ ％ ％ ％ ％

％

販売額 千円 販売額 千円

販売額 千円 販売額 千円

1位 年 月

2位 年 月

3位 年 月

4位 年 月

5位 年 月

その他 年 月

ＪＡ提供システム （ ）

その他 ）

借入金融機関等名

資材製造・販売 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円 千円

千円

千円

管理方法 市販ソフト等 税理士等 その他

特記事項

千円

千円 千円合　　計

雇用・労務 経営継承・相続

金融・融資 販路拡大・販促 農業参入 集落営農設立

７　経営課題と今後の経営展望

経営課題

経営改善 法人化 税務・財務 新規就農 規模拡大・集積

施設整備 ＩＴ・情報化 生産技術・技能

（

経営展望

備　　　　考

千円 千円

千円

千円 千円

千円 千円

千円

千円 その他

６　財務会計管理
借入金額 年間支払額 借入金残額 最終返済期間年月

千円 千円

特記事項

千円 千円

貯蔵・運搬 千円 千円 農業体験・農泊

加工・販売 千円 千円 農家レストラン

千円 千円

特記事項

５　関連事業

現状 ５年後 現状 ５年後
区分 区分

売上高 売上高

販売先3位 販売先4位

販売先１位 販売先2位

４　販売管理

販路

系統出荷 食品流通 小売業 直売所 ECサイト

その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



 

57 

 

 

千円 千円 千円 千円

販売金額 千円 千円 千円 千円

家事消費・事業消費 千円 千円 千円 千円

雑収入 千円 千円 千円 千円

　うち農作業受託収入 千円 千円 千円 千円

農産物の棚卸高（期首） 千円 千円 千円 千円

農産物の棚卸高（期末） 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

租税公課 千円 千円 千円 千円

種苗費 千円 千円 千円 千円

素畜費 千円 千円 千円 千円

肥料費 千円 千円 千円 千円

飼料費 千円 千円 千円 千円

農具費 千円 千円 千円 千円

農薬衛生費 千円 千円 千円 千円

諸材料費 千円 千円 千円 千円

修繕費 千円 千円 千円 千円

動力光熱費 千円 千円 千円 千円

作業用衣料費 千円 千円 千円 千円

農業共済掛金等
（共済掛金、価格補填負担金、収入保険の保険料等）

千円 千円 千円 千円

減価償却費 千円 千円 千円 千円

荷造運賃手数料 千円 千円 千円 千円

雇人費 千円 千円 千円 千円

利子割引料 千円 千円 千円 千円

地代・貸借料 千円 千円 千円 千円

土地改良費 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

雑費 千円 千円 千円 千円

小計 千円 千円 千円 千円

農産物以外の棚卸高（期首） 千円 千円 千円 千円

農産物以外の棚卸高（期末） 千円 千円 千円 千円

経費から差し引く果樹牛馬等の育成費用 千円 千円 千円 千円

青色申告特別控除前所得金額 千円 千円 千円 千円

青色申告特別控除 千円 千円 千円 千円

農業所得金額 千円 千円 千円 千円

農業関連事業所得等（農業外所得） 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

資産合計 千円 千円 千円 千円

流動資産 千円 千円 千円 千円

固定資産 千円 千円 千円 千円

負債計 千円 千円 千円 千円

うち借入金 千円 千円 千円 千円

純資産計 千円 千円 千円 千円

農業従事者数（経営主・家族・常時雇用者） 人 人 人 人

農業所得率（売上収入） ％ ％ ％ ％

農業所得率（総収入） ％ ％ ％ ％

売上高諸経費率 ％ ％ ％ ％

借入金依存度 ％ ％ ％ ％

借入金支払利息率 ％ ％ ％ ％

流動比率 ％ ％ ％ ％

一人当たり農業売上高（売上収入） 千円 千円 千円 千円

一人当たり農業売上高（総収入） 千円 千円 千円 千円

効率性・生産性
財　務　指　標 前々期 前期 当期 平均

安全性
財　務　指　標 前々期 前期 当期 平均

農業収入（農業総収益）

農業経営費

農家総所得

収益性
財　務　指　標 前々期 前期 当期 平均

財務分析シート　
作成日     年　　　月　　　日

更新日     年　　　月　　　日

項　　目 前々期 前期 当期 平均

個人版
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作成日　　　　年　　　月　　　日

更新日　　　　年　　　月　　　日

■ SWOT分析

① ①

② ②

① ①

② ②

① ①

② ③

① ①

② ②

① ①

② ②

① ①

② ②

③ ③

① ①

② ②

③ ③

④ ④

■ クロスSWOT分析

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

本　診　断　書

農業経営における主な問題点

内
部
環
境

強  み　（ Strength ） 弱  み　（ Weakness ）

経
営
力

経
営
力

生
産

生
産

財
務

財
務

マ

ー

ケ

テ

ィ

ン

グ

マ

ー

ケ

テ

ィ

ン

グ

労
務

労
務

そ
の
他

そ
の
他

外
部
環
境

機　会　（ Opportunity ） 脅　威　（ Threat ）
政
策
・

経
済
・
社

会

・
技

術
・
競
合

政
策
・

経
済
・
社

会

・
技

術
・
競
合

強み × 機会 弱み × 機会

①

②

③

④

⑤

強み × 脅威 弱み × 脅威

①

②

④

⑤

③

詳細版
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作成日　　　　年　　　月　　　日

更新日　　　　年　　　月　　　日

① ⑥

② ⑦

③ ⑧

④ ⑨

⑤ ⑩

① ⑥

② ⑦

③ ⑧

④ ⑨

⑤ ⑩

① ⑥

② ⑦

③ ⑧

④ ⑨

⑤ ⑩

①

②

③

④

⑤

本　診　断　書

機能別チェックリストから分かる主な問題点

機能別チェックリストから分かる法令遵守状況

＋

＋
ヒアリング等から分かる主な問題点

↓
優先して取り組むべき問題点

簡易版
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作成日          年　　　　　月　　　　　　日

更新日          年　　　　　月　  　　　　日

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｆ

財務指標（個人）

収益性・安全性（個人） 効率性・生産性（個人）

総　合　診　断　書

経営情報

屋 号 ： 代 表 者 名 ：

事 業 概 要 ：

診断結果の概要及び改善提案

所 在 地 ： 経 営 形 態 ：

営 農 類 型 ・ 作 目 ：

機能別診断

判定 得点
重点項目数

（該当数/総数）

総 合 判 定      /100 /

経 営 力      /100 /

生 産 管 理      /100 /

財 務 管 理      /100 /

マ ー ケ テ ィ ン グ      /100 /

労 務 管 理      /100 /

判定
最も得点が高い項目

最も得点が低い項目

判
定

優良な経営を行っています。経営力のさらなる向上に努めましょう。

良好な経営を行っています。より優れた経営に向け、改善に取り組みましょう。

改善すべき事項が多くあります。優先順位を決め、早急に経営しましょう。

法令を遵守したコンプライアンス経営をまずは実現しましょう。

収益性 前々期 前期 当期

農業所得率（売上収入） （％） ％ ％ ％

農業所得率（総収入） （％） ％ ％ ％

安全性 前々期 前期 当期

借入金依存度 （％） ％ ％ ％

借入金支払利息率 （％） ％ ％ ％

効率性・生産性 前々期 前期 当期

一人当たり売上高（売上収入） （千円） 千円 千円 千円

一人当たり農業売上高（総収入） （千円） 千円 千円 千円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

前々期 前期 当期

（千円）

一人当たり売上高（売上収入） 一人当たり農業売上高（総収入）
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100

経営力

生産管理

財務管理マーケティング

労務管理
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2.0
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100

前々期 前期 当期

（％）（％）

農業所得率（売上収入）（左軸） 農業所得率（総収入）（左軸）

借入基金依存度（左軸） 借入金支払利息率（右軸）
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目標とする経営状況（個人）

2

3

改善に向けた取組と目標

優先順位 具体的なアクションプラン 目　　標

1

6

7

4

5

8

9

経営規模 当期 ３年後 ５年度

収入金額 （千円） 千円 千円 千円

10

農業所得率（売上収入） （％） ％ ％ ％

農業所得率（総収入） （％） ％ ％ ％

農業従事者数 （人） 人 人 人

収益性 当期 ３年後 ５年度

効率性・生産性 当期 ３年後 ５年度

一人当たり農業売上高（総収入） （千円） 千円 千円 千円

一人当たり売上高（売上収入） （千円） 千円 千円 千円
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作成日          年　　　　　月　　　　　日

更新日          年　　　　　月　  　　　日

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｆ

財務指標（法人）

収益性・安全性（法人） 効率性・生産性（法人）

目標とする経営状況（法人）

総　合　診　断　書

経営情報

法 人 名 ： 代 表 者 名 ：

事 業 概 要 ：

診断結果の概要及び改善提案

所 在 地 ： 経 営 形 態 ：

営 農 類 型 ・ 作 目 ：

機能別診断

総 合 判 定      /100 /

判定 得点
重点項目数

（該当数/総数）

経 営 力      /100 /

生 産 管 理      /100 /

財 務 管 理      /100 /

マ ー ケ テ ィ ン グ      /100 /

労 務 管 理      /100 /

判定
最も得点が高い項目

収益性

売上高総利益率 （％）

最も得点が低い項目

判

定

優良な経営を行っています。経営力のさらなる向上に努めましょう。

良好な経営を行っています。より優れた経営に向け、改善に取り組みましょう。

改善すべき事項が多くあります。優先順位を決め、早急に経営しましょう。

法令を遵守したコンプライアンス経営をまずは実現しましょう。

％ ％ ％

％ ％ ％

前々期 前期 当期

前々期 前期 当期

前々期 前期 当期

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円

総資本回転率 （回）

一人当たり売上高 （千円）

効率性・生産性

売上高ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ比率 （％）

自己資本比率 （％）

安全性

売上高経常利益率 （％）

売上高営業利益率 （％）

千円 千円

回 回 回
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80
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20

40
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80

100

120

前々期 前期 当期

（％）

売上高総利益率 売上高営業利益率

売上高経常利益率 自己資本比率

売上高キャッシュフロー比率

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0

4

8

12

16

前々期 前期 当期

（回）
（千円）

一人当たり売上高（左軸） 総資本回転率（右軸）

経営力

生産管理

財務管理マーケティング

労務管理
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目標とする経営状況（法人）

改善に向けた取組と目標

具体的なアクションプラン 目　　標優先順位

当期 ３年後 ５年度経営規模

千円 千円

％ ％ ％

売上高 （千円）

％ ％

人 人 人

当期 ３年後 ５年度

売上高営業利益率 （％）

売上高総利益率 （％）

収益性

従業員数 （人）

％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

当期 ３年後 ５年度

回 回

当期 ３年後 ５年度

千円 千円 千円

総資本回転率 （回）

一人当たり売上高 （千円）

効率性・生産性

回

％

売上高ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ比率 （％）

自己資本比率 （％）

安全性

売上高経常利益率 （％）

％

千円

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
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  （別記１－様式第５号）

整理番号 最終更新年月日

個人情報の共有

年齢

歳

住　所 〒

連　絡　先 TEL Email

田 畑 果樹園

採草
放牧地

田 畑 果樹園

採草
放牧地

※農業用倉庫、畜舎、耐久性ハウス、パイプハウスなど施設名及び面積（㎡）　※上記　田、畑と重複しても構いません。

所 有 す る 機 械

補助事業の活用状況

現在の売上規模

資本額

各種認定状況

※ 農地の移譲方法

※
移譲を希望する農地等
の規模 ㎡ 

移譲を希望する農地等
の所在地

※ 移譲希望時期

法人経営における
意思決定の状況

（総会や取締役会における決議の状況など）

特記事項

（移譲した場合の）
　　住居の有無

有　　　・　　　無

（その他の事情がある場合は記載）

家族構成と
家族の同意

有　　　・　　　無

（家族構成及び同意済み人数）

（特別の事情がある場合は記載）

）

①１～２年後 ②５年未満 ③５～10年未満 ④10年超

賃借・売買）

③機械（ 賃借・売買）　④施設（　 賃借・売買）※ 移譲を希望する資産

①畜産（ 賃借・売買）　②果樹（　

⑤その他（

①貸したい（ 有償 ・ 無償 ） ②譲渡したい（売買、贈与） ③現時点では未定

頭・羽

経営移譲後の意向
（経営参画等）

①全てを引退　 ②継承者が自立するまで経営に参画　 ③体力が続く限り経営に参画

④その他（ ）

(千円） 負債額 （千円）　

（認定年月日）

所 有 す る 施 設

①500万円以下 ②～750万円以下 ③～1,000万円 ④1,000万円以上

営農類型・作目

（作目例；稲作、露地野菜（キャベツ）、施設野菜(トマト)、果樹(みかん)、酪農、養豚など）

(作目等）　　

農地等の所有状況

自己所有地(㎡)：

借　入　地(㎡)：

畜産（頭、羽）：

FAX

氏　名(法人は法人名、代表者名） 生年月日 性別

経営移譲希望カード

初回登録年月日
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（別記１－様式第６号）

重点支援
対象者

重点支援
対象者

重点支援
対象者

重点支援
対象者

件 件 回 件 件 回 件 件 回 件 件 回

経営改善・
診断

法人化

税務・財務

就農定着

規模拡大・
集積

施設整備

ＩＴ・情報化

生産技術・
技能

雇用・労務

経営継承・
相続

金融・融資

法律問題

販路拡大・
販促

農業経営の
安定化

集落営農

補助事業
（目標達成）

その他

合　計

（注）経営相談カルテに記載された「（３）相談区分（詳細）」に応じて分類すること（重複を含む）。

相談件数
支援チーム

派遣
延べ回数

経 営 相 談 状 況 報 告 書

相談区分

合　計

相談件数
支援チーム

派遣
延べ回数

支援チーム
派遣

延べ回数

相談件数

個　　人 法　　人 任 意 団 体

相談件数
支援チーム

派遣
延べ回数
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１　相談者基本データ

（別記１－様式第７号）

家
族
状
況

その他資格

出身地 都道府県

特技・技能等

資
格
等

有り

家族の同意 同意有り・協力有り

無し子供の有無

同意無し・協力無し

有り（MT） 有り（AT限定） 大型特殊（農耕車限定を含む。）

運転免許

無し（取得意欲有り） 無し（取得意欲無し）

同意有り・協力無し

有り

子供の人数・年齢

学生 農業従事者

公務員 団体職員
パート・

アルバイト
退職自衛官

無職

本人年収 百万円 世帯年収 百万円

配偶者の有無 無し

女性 その他

職
業

会社員 自営業

生年月日 （満 歳） 性別 男性

その他

住 所

〒 都道府県 市区町村

（町名番地）

連
絡
先

電 話 番 号 １ 電 話 番 号 ２

電 子 メ ー ル
ア ド レ ス

フ リ ガ ナ

氏 名

就農相談カルテ

整理番号 初回登録年月日 最終更新年月日

相談形態 電話 面接 手紙 Eメール その他

秘
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２　農業との関わり・経験等

日本農業技術検定 学科 級 実技 級

農業教育
の経験

無し 農業高校（総合高校含む）

都道府県立の農業大学校

大学の農学部等

農業専門学校等

その他

研修機関名

農作業
の経験

農作業の経験無し 農業体験程度

実家や親戚等の手伝い程度

研修期間、
研修内容

農業法人等で農作業に従事

「農業法人等で農作業に従事」を選択した場合、以下を記載

勤務先名称

勤務年数、
勤務内容

家庭菜園や市民農園をやっている

研修中

「研修中」、「研修済み」を選択した場合、以下を記載

学校の実習程度

農業との
関わり

両親が農家

農地の所有・営農状況

（「両親が農家」、「両親は農家ではない
が、祖父母が農家」を選択した場合、両

親又は祖父母の農地の所有・営農状況
を記載）

両親は農家ではないが、祖父母が農家 非農家

その他

研修済み
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  ３　就農希望情報について
１）必要とする情報

２）就農を意識した動機

３）どんな農業をしてみたいか

４）関心のある事項

５）就農希望地

第
３
希
望

都道府県 市町村

住居の確保について

現住所で対応可能 転居が必要（確保見込み有り） 転居が必要（確保見込み無し）

第
２
希
望

都道府県 市町村

住居の確保について

現住所で対応可能 転居が必要（確保見込み有り） 転居が必要（確保見込み無し）

第
１
希
望

都道府県 市町村

住居の確保について

現住所で対応可能 転居が必要（確保見込み有り） 転居が必要（確保見込み無し）

農家民泊 スマート農業 わからない

その他

有機栽培・減農薬栽培 水耕栽培 観光農園

加工品の製造・販売 輸出 農家レストラン

農業法人等の求人情報 新規就農者の事例

その他

農地情報

栽培する品目の選択について

農業をはじめる地域の選択について 農業体験・見学会の開催情報

農業を学べる学校・研修の情報 国や自治体の支援情報

農業をはじめる手順
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  ６）希望作目

７）就農形態

その他

残業が少ない

定期的な昇給 育成プログラムが優れている 社会保険

将来の希望

勤務先でずっと勤めたい

将来は独立したい 独立までの想定年数

わからない

希望年収

重視する
雇用環境

週休２日 長期休暇がとりやすい

農業法人等で働きたい

働き始める時期 すぐにでも １年以内 ３年以内 未定

希望する雇用形態 正社員 契約社員 パートタイム

養豚 養鶏（採卵鶏）

養鶏（ブロイラー） その他畜産

第
３
希
望

稲作 麦類作

酪農 肉用牛

施設花き・花木 その他作物

雑穀・いも・豆類 茶・たばこ等

露地野菜 施設野菜 果樹 露地花き・花木

養豚 養鶏（採卵鶏）

養鶏（ブロイラー） その他畜産

施設花き・花木 その他作物

第
２
希
望

稲作 麦類作

酪農 肉用牛

雑穀・いも・豆類 茶・たばこ等

露地野菜 施設野菜 果樹 露地花き・花木

その他作物

酪農 肉用牛 養豚 養鶏（採卵鶏）

第
１
希
望

稲作 麦類作 雑穀・いも・豆類

養鶏（ブロイラー） その他畜産

茶・たばこ等

露地野菜 施設野菜 果樹 露地花き・花木

施設花き・花木
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希望する研修期間

経営を継承したい

経営継承後の意向
（経営参画等）

全て継承 一部継承 他の作目で継承

その他

その他

未定

親・親戚等の農業経営体で働きたい

独立に向けて研修したい

希望する
研修方法

就農予定地の研修プログラムに参加 農業大学校・専修学校で学ぶ

就農予定地の農業者の下で研修 農業法人で働きながら研修

仕事をしながら研修 オンライン研修

用意できる自己資金

研修の希望 希望無し 希望有り

経営開始時
の労働力

単独 家族・パートナー

その他

自分で農業経営を始めたい

経営を始める時期

すぐにでも １年以内 ３年以内 ５年以内

未定
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  ４　相談内容等
１）相談区分

２）相談内容

３）申し送り事項

４）紹介先

市町村 農業委員会 農地中間管理機構

農業協同組合 農業法人 その他

自治体受入支援 資金
農業法人等からの

相談（求人を含む。）

雇用就農希望者
からの相談

その他

農地 住居・施設 研修
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年齢 ～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳～ 不明 計

男

女

その他

計

（注）「計」は「①相談形態別相談件数」の「相談件数計」と整合することに留意すること。

（注）「計」は「①相談形態別相談件数」の「相談件数計」と整合することに留意すること。

（注）「計」は「①相談形態別相談件数」の「相談件数計」と整合することに留意すること。

（単位：件）

（単位：件）

（単位：人）

雇用就農希望者
からの相談

その他 計

農業法人等からの

相談（求人を含む。）

露地野菜

果樹 露地花き・花木 施設花き・花木 その他作物

⑤　希望する作目（延べ数）

稲作 麦類作 雑穀・いも・豆類 茶・たばこ等 施設野菜

酪農

公務員 団体職員

パート・アルバイト 退職自衛官 無職 計

会社員 自営業 学生 農業従事者

その他

②　相談者数（性別）年齢別（実数） （単位：人）

（単位：人）

（別記１－様式第８号）

就農相談及び就農状況等報告書

電話 面接 手紙 Ｅメール その他 相談件数計

①　相談形態別相談件数（実数） （単位：件）

③　相談者数（職業別）（実数）

未定

④　相談区分別相談件数（延べ数）

農地 住居・施設 研修 自治体受入支援 資金

肉用牛

⑥　就農希望地（実数）

決定 不明・未定

養豚 養鶏（採卵鶏） 養鶏(ブロイラー) その他畜産

計
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２　相談事項

３　農業の知識・経験

４　農業への参入目的

５　参入に向けての状況

農地所有適格法人の要件 農地リース方式の要件

農業への参入方法 農業参入への心構え

農地の確保方法（購入） 農地の確保方法（借受け）

認定農業者制度

農業参入にあたっての支援策（活用できる融資、補助事業等）

定款、事業計画の策定等

栽培作物の選定、栽培技術 （作物の品目名）

その他 （その他の内容）

備考 （例：有機農業で参入したい等）

農畜産物等の販路 協力先農業者の紹介

法人としての農業の知識 無し 有り

地域貢献・社会貢献 農福連携（障がい者雇用）

経営者個人又は担当者の農作業の経験 無し 有り

新たな事業展開 販売物・加工用原料の自社生産

法人としての農作業の経験 無し 有り

経営者個人又は担当者の農業の知識 無し 有り

従業員・機械等の有効活用（周年雇用等） 特になし

その他 （その他の内容）

具体的な参入計画あり。すぐに参入したいので農地を紹介して欲しい。

参入を計画中。条件（農地、パートナーなど）が合致するところを探したい。

参入を検討中。条件（農地、パートナーなど）が合致するところがあれば参入したい。

参入を検討するための情報を収集したい。

その他 （その他の内容）
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６　「農業参入フェア」（相談会）について

７　農地所有適格法人について

８　農地中間管理事業について

９　農業への将来構想

10　農業への参入形態

新法人・子会社の設立

農業支援サービスの実施

聞いたことはあるが、要件は知らない

その他 （その他の内容）

備考

制度を知っている 聞いたことはあるが、制度は知らない 知らない

将来は本業としていきたい 本業を補足する部門としたい 特になし

その他 （その他の内容）

事業拡大（農業部門の設立等）

知らない

国主催のフェアに参加したことがある

都道府県等主催のフェアに参加したことがある

参加したことはない

要件を知っている
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11　希望する作目・規模

12　参入を希望する地域

13　農地等について

その他畜産

特になし・未定

都道府県 市町村

都道府県 市町村

都道府県 市町村

必要な農地等の種類

田 畑（露地野菜）

養鶏（採卵）

備考 （水耕するのか、土地を耕作するのか）

畑（施設野菜）

畑（樹園地） 畑（その他）

その他（採草放牧地等）

養鶏（ブロイラー）

施設花き・花木

その他の作物

養豚

酪農

肉用牛

工芸農作物

露地野菜

施設野菜

露地花き・花木

果樹類

種類 品目名・品種名等 経営規模（作付面積・飼養頭数等）

稲作

麦類作

雑穀・いも・豆類
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14　農業支援サービスについて

（例）ドローンによる農薬散布、自動操舵トラクターのリース　等

備考

主なサービスの内容

農業支援サービスの提供 行う 行わない 検討中

サービスの分類

農作業受託 機械設備のリース・レンタル、シェアリング

農業現場への人材供給 データ分析

その他 （その他の内容）

希望借受期間

５年未満 ５年超10年未満

10年超20年未満 20年以上

継承を受けたい資産
（施設・設備）

継承を受けたい資産
（農業用機械）

継承を受けたい資産
の取得方法

所有権移転（有償） 所有権移転（無償譲渡）

貸借（有償） その他

農地の希望買入価格 円 農地の希望賃料 円／10a

取得希望時期

すぐにでも １年以内

１年超３年以内 ３年超５年以内

その他 （その他の内容）

借りたい（賃貸借）

借りたい（使用賃借） 農作業の受託

経営の受託（施設、機械等の資産を含む） 未定

農地等の取得方法等

買いたい

必要な農地の面積 ㎡
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  15　サービスの対象作目

16　受託可能な農作業

17　受託可能な時期

18　サービスを提供する地域

19　相談内容

20　その他の特記事項

21　申し送り事項

22　紹介先

農地中間管理機構

農業協同組合 農業法人 その他

市町村 農業委員会

市町村

都道府県 市町村

育苗 保全管理

その他 （その他の内容）

都道府県 市町村

養豚 養鶏（採卵）

3 耕起・代掻き（田） 田植え 収穫・調製 耕起・整地（畑）

播種・定植 除草 防除 整枝・剪定

受粉・摘果

都道府県

養鶏（ブロイラー） その他畜産 （具体的畜種名等）

工芸農作物

露地野菜 施設野菜 果樹類 露地花き・花木

施設花き・花木 その他の作物 （具体的作物名等）

酪農 肉用牛

稲作 麦類作 雑穀・いも・豆類
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交付決定前に本事業に着手する理由

年月日

（別記１－様式第11号）

番　　　号　

年　月　日　

１　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に
　損失が生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとすること。

２　交付決定を受けた金額が交付申請額又は交付申請予定額に達していない場合に
　おいても、異議がないこと。

３　当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計
　画変更（事業の内容変更）はしないこと。

　地方農政局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事

記

　　　令和○年度農業経営・就農支援体制整備推進事業交付決定前着手届

　農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和６年３月28日付け５経営第3141号農
林水産事務次官依命通知）別記１の第３の７の（３）の規定に基づき、下記条件を了承の
上、交付決定前に本事業に着手するので届け出ます。

区分
補助事業に
要する経費

着　手 完了予定

うち国費
うち都道府
県負担額 その他 年月日
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（別記１－様式第12号）

　 　

　

　

番　　　号　

年　月　日　

　地方農政局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事　

　農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和６年３月28日付け５経営第3141号農
林水産事務次官依命通知）別記１の第５の１の規定に基づき、農業経営・就農支援体制整備
推進事業の完了及び点検評価結果について別紙のとおり報告します。

　　　令和○年度農業経営・就農支援体制整備推進事業の点検評価結果について

添付資料：農業経営・就農支援体制整備推進事業完了報告書（別記１－様式第２号）
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（別紙）

１　当該年度における成果目標が計画どおり達成できたか否かについて

２　成果目標に対する全体達成率が８割に満たなかった理由
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（別記１－様式第13号）

　 　

　

　

　農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和６年３月28日付け５経営第3141号農
林水産事務次官依命通知）別記１の第５の３の規定に基づき、農業経営・就農支援体制整備
推進事業の点検評価結果について別紙のとおり報告します。

添付資料：農業経営・就農支援体制整備推進事業完了報告書（別記１－様式第２号）

番　　　号　

年　月　日　

　農林水産省経営局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方農政局長　

　　　令和○年度農業経営・就農支援体制整備推進事業の点検評価結果について
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（別紙）

ア イ ウ

①
農業経営の法人化

②
農業経営の継承

③
新規就農者の

定着促進

④
農業参入法人の農
業経営の安定化

⑤
認定農業者におけ
る農業経営改善計

画の目標達成

⑥
その他経営多改善

に係る取組

0 0

ア イ ウ

①
農業経営の法人化

②
農業経営の継承

③
新規就農者の

定着促進

④
農業参入法人の農
業経営の安定化

⑤
認定農業者におけ
る農業経営改善計

画の目標達成

⑥
その他経営多改善

に係る取組

0 0

達成率（C）=
（(B)/(A)）

判定
(C) ≧ 80%

指　導　内　容

評　価　結　果

0.0%

合計（B）=
（ア＋イ＋ウ＋

エ）

エ

就農相談対応者数
(経営体)

重点支援対象者等の掘

り起こし活動における
実施対象者数
(経営体)

重点支援対象者数(経

営体)
①＋②＋③＋④＋⑤＋

⑥

都道府県名：

成果目標（当初計画）

成果目標（実績）

就農相談対応者数
(経営体)

重点支援対象者等の掘
り起こし活動における

実施対象者数
(経営体)

重点支援対象者数(経
営体)

①＋②＋③＋④＋⑤＋
⑥

合計（A）=
（ア＋イ＋ウ＋

エ）

エ

農業参入
相談対応法人数

(経営体)

農業参入
相談対応法人数

(経営体)



 

91 

 

別記２ 優良経営体表彰等事業 

 

第１ 趣旨 

優良経営体表彰等事業（以下別記２において「本事業」という。）は、農業経営の改

善等に関して優れた功績を挙げた経営体（以下「優良経営体」という。）を表彰する取

組や、全国各地の意欲ある担い手同士の農業経営等に関する情報交換の取組の実施を支

援することにより、認定農業者をはじめとする担い手の創意工夫を生かした農業経営の

展開、経営意欲の向上等を図るものとする。 

 

第２ 事業内容 

本事業は、優良経営体の調査・選賞を行い、選賞された経営体の表彰（以下「全国優

良経営体表彰」という。）並びに、全国の意欲ある担い手が一堂に会し、農業経営の現

況や課題について認識を深め、相互研鑽・交流を行うことを目的として実施するイベン

ト（以下「全国農業担い手サミット」という。）に係る以下の取組で構成されるものと

する。 

１ 全国優良経営体表彰の実施及び優良事例集の作成・配布 

  全国優良経営体表彰実施要領（平成22年４月１日付け21経営第7194号農林水産省経

営局長通知）に定めるところによる全国優良経営体表彰の開催及び優良事例集の作

成・配布並びに当該全国優良経営体表彰において選賞された優良経営体に係る全国農

業担い手サミットにおける表彰式・発表会の開催 

２ 全国農業担い手サミットを開催するために必要なプログラムの検討、関係機関・団

体との調整等 

３ 担い手の相互研鑽や農業経営の法人化への気運の醸成、先進的な農業技術を活用し

た農業経営に関する情報交換等を目的とした全体会等に係る以下の取組の実施 

（１）優良経営体の取組発表や討論、パネル展示等による情報の発信及び全国の担い手

が交流を行う全体会のほか、必要に応じて地域農業の担い手による意見交換会や勉

強会の開催 

（２）（１）の取組結果を取りまとめた報告書の作成 

 

第３ 事業実施主体 

 本事業の事業実施主体は、経営局長が別に定める公募要領に基づき応募した者の 

中から選定された団体とする。 

 

第４ 実施手続 

１ 事業の実施 

（１）本事業に係る補助金の交付を受けようとする者は、交付要綱第４第１項の規定に
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よる交付申請書の提出より前に、農業経営・就農支援体制整備推進事業実施計画書

（優良経営体表彰等事業）の承認申請書（別記２－様式第１号）を経営局長に提出

し、その承認を受けるものとする。 

（２）本事業に係る補助金の交付を受けようとする者は、別に定める公募要領に基づき

農業経営・就農支援体制整備推進事業のうち優良経営体表彰等事業実施計画書を提

出し、補助金交付候補者に選定された場合は、（１）の承認を受けたものとみなす

ことができる。 

（３）事業の実施に当たっては、事業実施主体は環境と調和のとれた食料システムの確

立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号）に

基づく環境負荷低減に取り組むものとし、その具体的な取組内容は別添のとおりと

する。 

２ 事業の着手 

（１）本事業の実施については、交付決定後に着手するものとする。 

ただし、本事業の円滑な実施を図る上で、交付決定前に着手する必要がある場合

にあっては、事業実施主体は、本事業の内容が的確となり、かつ、補助金の交付

が確実となってから、あらかじめ経営局長の適正な指導・助言を受けた上で、交

付決定前に本事業に着手する理由を明記した交付決定前着手届（別記２－様式第

３号）を経営局長に提出するものとする。 

（２）（１）のただし書により交付決定前に事業に着手する場合、事業実施主体は、交

付決定を受けるまでのあらゆる損失等は自らの責任となることを了知した上で行う

ものとする。 

また、事業実施主体は、交付要綱第４第１項に規定する交付申請書の提出に当た

っては、当該交付申請書の備考欄に交付決定前着手届の文書番号及び着手年月日

を記載するものとする。 

３ 計画の変更、中止又は廃止 

事業実施主体は、次の各号のいずれかに該当するときは別記２－様式第１号による

変更等承認申請書を経営局長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）事業費の３割を超える増減 

（２）国庫補助金の３割を超える減 

（３）事業の中止又は廃止 

４ 事業の完了報告 

事業実施主体は、農業経営・就農支援体制整備推進事業完了報告書（優良経営体表

彰等事業）（別記２－様式第２号）を作成して当該年度の翌年度の４月末日までに、

別記２－様式第１号により、経営局長に提出するものとする。 

 

第５ 事後評価の実施 
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事業実施主体は、本事業実施年度以降においても、全国優良経営体表彰において大臣

賞に選賞された優良経営体及び当該優良経営体を推薦した機関に対して、優良事例とし

ての周知状況等を調査し、調査結果について経営局長へ報告するものとする。 

 

第６ 個人情報の取扱いについて 

事業実施主体が本事業により収集した優良経営体等の個人情報の取扱いについては、

都道府県、市町村及び事業実施主体が定める個人情報保護に係る条例・規程等のほか、

全国優良経営体表彰事業実施要領に基づき適切に対応するものとする。 

 

第７ 関係書類の保管 

事業実施主体は、事業完了年度の翌年度から起算して５年間、本事業の実施に係る次

に掲げる関係書類を整理保存しておくものとする。 

 １ 予算及び経理関係書類 

（１）予算書及び決算書 

（２）金銭出納簿 

（３）分（負）担金賦課明細書 

（４）補助金の交付に関する証拠書類及び経理書類（見積書、請求書、領収書等） 

（５）その他 

２ 往復文書 

事業実施計画の申請から事業完了報告書の提出に至るまでの書類（添付書類を含

む。） 
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（別添） 

 

 

  

「みどりチェック」 チェックシート（民間事業者向け）

事業名

組織名 

↓該当する方に〇

住所
申請時
(します)

　

連絡先
報告時
(しました)

　

チェック

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞

・本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省等が対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。

・記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状況確認のために農林水産省等で使用し、

　ご本人の同意がなければ第三者に提供することはありません。

上記について、確認しました →

正しい知識に基づく作業安全に努める

代表者氏名

・交付申請時に、全ての項目にチェックを入れ、事業実施期間中に各項目の内容に取
り組んでください。
・実績報告時に、取り組んだ項目にチェックをして提出してください。
・各項目において、どのような取組を行えばよいか分からない場合は、解説書をご覧
ください。

環境関係法令の遵守等

みどりの食料システム戦略の理解

関係法令の遵守

環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める

②関係法令の遵守について、対象は、肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）、農薬取締法（昭和23
年法律第82号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）、食品循環資源の再生利用等の促進に関

する法律（平成12年法律第116号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第112
号）、水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、合法伐採木材等の流通及び

利用の促進に関する法律（平成28年法律第48号）とする。

エネルギーの節減、適正な施肥、適正な防除

省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしない（照明、空調、
ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）ように努める

環境負荷低減に配慮した商品、原料、農産物等の調達を検討

廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分

プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理

資源の再利用を検討

解説書
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（別記２－様式第１号）

団体名

代表者氏名

添付資料：優良経営体表彰等事業実施計画書(又は事業完了報告書)（別記２－様式第２号）

番 号

年 月 日

　農林水産省経営局長　殿

　　　令和○年度優良経営体表彰等事業実施計画書の（変更）承認申請
（又は事業完了報告書）について

　農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和６年３月28日付け５経営第3141号農林水産事
務次官依命通知）別記２の第４の１（１）（３又は４）の規定に基づき、優良経営体表彰等事業実施計画の
（変更）承認を申請します（又は別添のとおり報告します）。
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（注）　承認申請にあたっては自らが実施する環境負荷低減の取組について、「みどりチェック」チェックシート　（別添。以下「チェックシート」という。）
　　　に整理した上で、当該チェックシートを添付すること。また、事業完了報告にあたっては、自らが、事業実施期間中に実施した取組を同様に
　　　チェックし提出すること。
　　　　　ただし、他事業の申請に当たり既に提出している場合には、提出済みのチェックシートの特定に必要な情報（事業名、提出年月日及び提

　　　  出先）及び当該チェックシートと同様の内容である旨を３の（２）の事業の実施計画欄に記載する。
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単位：円

区分 員数 単価 金額 備考（員数の根拠）

○○○○

○○費

○○費

○○費

○○費

○○○○

○○費

○○費

○○費

○○費

○○○○

○○費

○○費

○○費

○○費

合計

（別添）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経費内訳書

　 （注）１　備考欄には、経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載すること。

　       ２　事業の一部を委託する場合は、委託予定先及び委託する事業の内容を記載するとともに、
           見積書及び委託契約書（案）を添付すること。見積書を徴取していない場合は、委託費の
           積算根拠を記載すること。

　　　　 ３　経費の支出に関する書類（謝金及び旅費の支出規程、人件費の積算資料等）を添付すること。
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交付決定前に本事業に着手する理由

区分 事業費
着　手 完了予定

うち国費 年月日 年月日

３　当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、計
　画変更（事業の内容変更）はしないこと。

（別記２－様式第３号）

番　　　号　

年　月　日　

　農林水産省経営局長　殿

団体名　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　

　　　令和○年度優良経営体表彰等事業交付決定前着手届

　農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（令和６年３月28日付け５経営第3141号農
林水産事務次官依命通知）別記２の第４の２の（１）の規定に基づき、下記条件を了承の
上、交付決定前に本事業に着手するので届け出ます。

記

１　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に
　損失が生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとすること。

２　交付決定を受けた金額が交付申請額又は交付申請予定額に達していない場合に
　おいても、異議がないこと。


